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は じ め に 
  
本計画段階環境配慮書は、「名古屋市環境影響評価条例」（平成 10 年名古屋市条例第 40 号）

に基づき、事業計画の立案の段階から、事業による重大な環境影響の回避･低減のため、対象事業

に係る計画段階配慮事項を検討し、結果をとりまとめたものである。 

   



  
＜略称＞ 

 

以下に示す名称等については、略称を用いた。 

 

名称、法律等 略称 

都市高速鉄道名古屋鉄道名古屋本線 名鉄名古屋本線 

近畿日本鉄道 近鉄 

東海旅客鉄道 JR 

（仮称）都市高速鉄道名古屋鉄道名古屋本線 (山崎川～天白

川間連続立体交差) 
本事業 

地域特性を把握する範囲 調査地域 

一般環境大気測定局 一般局 

自動車排出ガス測定局 自排局 

「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例」（平

成 15 年名古屋市条例第 15 号） 
名古屋市環境保全条例 

「名古屋市環境基本条例」（平成 8 年名古屋市条例第 6 号）第

5 条の 2 第 1 項の規定に基づく、大気の汚染に係る環境上の

条件について市民の生活を保護し、及び快適な生活環境を確

保する上で維持されるべき目標値 

環境目標値 

事業実施想定区域及びその周辺の環境に影響を及ぼすおそ

れがある行為・要因 
影響要因 

「在来鉄道騒音の予測評価手法について」（騒音制御 vol.20 

No.3 1996.6、森藤 他） 
在来鉄道騒音の予測式 
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本書に掲載した地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の 5万分１地形図及び

2万 5千分１地形図を複製したものである。（承認番号 平 30情複、第 776号）  

 

上記承認を得て作成した複製品を第三者がさらに複製する場合には、国土地理院の長

の承認を得なければならない。 

 


